別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：徴税費　　目：賦課徴収費　　　
	事業名:県税徴収確保特別対策事業費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務部　税務課　徴収指導係、個人住民税特別整理係

　電話番号：058-272-1111（内2194、3626）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11110@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,788千円（前年度予算額：6,336千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）地方税法第４８条の規定による個人住民税の直接徴収事業

　県税収入未済額の大きな比率を占める個人県民税の税収確保を図るため、個人住

民税の徴収困難事案を市町村から引受け、税務課又は県税事務所職員と市町村職

員（派遣職員）が、差押えを中心とした滞納整理を実施します。

（２）差押財産公売促進事業

　　　　各県税事務所ごとに管内市町村と共同で不動産等の合同公売を実施します。また、年間公売実施計画に基づき、インターネット公売を中心に差押財産を換価し、税収確保を図ります。
	２　所要経費


（１）地方税法第４８条の規定による個人住民税の直接徴収事業費

　　　　1,736千円

（２）差押財産公売促進事業

　　　　2,052千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	6,336
	0
	0
	0
	0
	0
	4,600
	0
	1,736

	要求額
	3,788
	0
	0
	0
	0
	0
	2,052
	0
	1,736

	２月1日時点
査定額
	3,788
	0
	0
	0
	0
	0
	2,052
	0
	1,736

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
（1） 県が市町村から個人住民税の徴収困難案件を引受け、県と市町村の職員が共に徴収困難案件を解決することにより、個人県民税の税収確保を図ります。また、市町村職員が県職員と共に徴収事務に携わることで、徴収のノウハウを学び、派遣職員の所属する市町村全体の徴税能力の向上を図ります。
（2） 不動産合同公売やインターネット公売を実施し、差押えた財産を売却、換価することで税収確保を図ります。また、公売を実施することにより、県が差し押えた財産を公売するという強い姿勢を納税者に示し、納税意識を高めることにつなげます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	個人県民税徴収率

（単位：％）
	91.2
（H16）
	94.2
（H19）
	92.5
（H21）
	92.1
（H23）
	93.0
（H24）
	99.0％


	自動車税徴収率
（単位：％）
	94.4
（H16）
	95.0
（H19）
	96.3
（H21）
	97.0
（H23）
	97.2
（H24）
	99.8％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 市町職員の受入人数等
　　市町数：25市町、受入職員数：26人
（2） 不動産合同公売
　　平成24年11月20日（火）　中濃県税事務所にて実施

　　平成24年11月30日（金）　岐阜県税事務所にて実施

（3） インターネット公売

　　公売オークションシステム提供法人が定める年間スケジュール全8回を実施予定


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
（1） 市町から滞納案件を引受け、県による直接徴収を行うことで、平成23年度は約10億2千8百万円の徴収効果を上げています。
（2） 不動産合同公売は、平成23年度に3回実施し、約3千3百万円の徴収効果を上げています。

（3） インターネット公売は、平成23年度にせり売り形式による公売を7回、入札形式による公売を2回実施し、約4百万円の徴収効果を上げています。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	下記の点から事業の必要性が高いと評価しています。

・県職員と市町村職員が共に徴収に取り組むことで、県と市町村間の連携強化が図られるとともに、市町村職員が差押えや捜索などの徴収方法を学ぶことにより培った徴収のノウハウを、市町村に復帰後、他の職員に伝達することで、市町村全体の徴税能力向上の一助となっています。　　

・インターネット公売を導入したことで、幅広く買受人を募ることができるようになったことから、差押財産をより高価に換価することができるようになりました。また、本事業は滞納者へのアナウンス効果もあり、滞納額縮減が期待されます。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　・県に派遣され、研修を終えた職員が市町村に戻った後、徴収実務の中核を担い、市町村単独で捜索や公売を実施する等、事業効果が現れています。
・インターネット公売において、自動車は高価に売却、換価できており、事業効果が現れています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　・事業開始当初は、県庁税務課のみで市町の職員を受け入れていましたが、参加市町の増加により、県税事務所においても管内市町から職員を受け入れ、県による個人住民税の直接徴収を行っています。
　・インターネット公売の導入により、会場を設置して公売を実施する必要がなく、少人数で公売を実施することができ、人件費等の節減につながっています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　・市町村から県への個人住民税の引継案件が滞納繰越分のみが対象であり、現年度課税分についても引継ぎができるよう法律（地方税法）の改正を要望する必要があると考えます。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　・今後も県内市町村職員の派遣を通じて、市町村職員の徴収ノウハウを向上させ、県と市町村が一体となって個人住民税の収入未済額縮減に取り組むことが必要であると考えます。
　・差し押えた財産を適正に公売（換価）することにより、滞納額が完納になる事案もあることから、今後も引き続き実施し、税収確保を図っていきます。


